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Ⅰ．序論 

１．日本政府は、「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」（以下「人種差別撤

廃条約」という。）第９条の規定に基づき、第７回・第８回・第９回人種差別撤廃条約政府

報告を提出する。この報告書は、日本政府が２００８年８月に提出した第３回・第４回・

第５回・第６回政府報告（ＣＥＲＤ/Ｃ/ＪＰＮ/３－６）を更新したものであり、加えて基

本的に第３回・第４回・第５回・第６回政府報告提出以降２０１２年１２月までに我が国

が人種差別の撤廃のためにとった措置等について記載している。 

２．今回の報告作成にあたっては、外務省のホームページを通じて広く一般から意見を聴

取するとともに、一般市民・ＮＧＯの意見を聴くための意見交換会を開催した。政府は、

人権尊重の促進に向けた民間レベルでの活動の重要性を認識し、今後とも引き続き市民社

会との対話を重視し、継続していく考えである。 

なお、今次報告についても、これまでの報告と同様、ＮＧＯ等市民社会が利用することが

可能であるように周知・配布していく。 

３．我が国は、人種差別と戦うためあらゆる方策を講じている。国内最高法規である憲法

に「すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信条、性別、社会的身分又は門地によ

り、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない」と規定し、直接的又は間接

的といった形態如何を問わず、いかなる差別もない法の下の平等を保障している。我が国

は、かかる憲法の理念に基づき、人種、民族等も含めいかなる差別もない社会を実現すべ

く努力してきており、我が国は、今後もいかなる差別もなく、一人一人が個人として尊重

され、その 

人格を発展させることのできる社会をめざし、たゆまぬ努力を行っていきたいと考える。 

Ⅱ．総論 

１．我が国に関する基本的情報 

４．国土や人口等我が国に関する基本的情報については、国際人権諸条約に基づく政府報

告「コア文書」（ＨＲＩ／ＣＯＲＥ／ＪＰＮ／２０１２）参照。 

２．人権を擁護している一般的法的枠組 

５．第１回・第２回政府報告パラグラフ３から５参照。 

６．法務省の人権擁護機関の仕組みについては、Ⅲ．第６条２．（１）参照。 

３．女性の状況に関する情報 



（１）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 

７．配偶者からの暴力を防止し、人権擁護と男女平等の実現を図るため、「配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下、「配偶者暴力防止法」という。）が２００

１年４月に公布された。同法は、２００４年６月に第一次改正が行われ、さらに２００７

年７月には、保護命令の拡充や市町村についての規定の強化を柱とした改正法が成立し、

２００８年１月に施行された。 

８．同法は、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備し、配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図ることを目的としている。 

９．第二次改正の主な内容は、以下のとおり。 

（ａ） 保護命令制度 1の拡充 

（ⅰ） 生命又は身体に対する脅迫を受けた被害者に係る保護命令 

（ⅱ） 電話等を禁止する保護命令 

（ⅲ） 被害者の親族等への接近禁止命令 

（ｂ）市町村基本計画の策定の努力義務 

（ｃ）配偶者暴力相談支援センターに関する改正 

（ｉ）市町村の適切な施設において、配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たす

ようにすることを市町村の努力義務とする改正 

（ⅱ）配偶者暴力相談支援センターの業務として、被害者の緊急時における安全の確保を

明記する改正 

（ｄ）裁判所から配偶者暴力相談支援センターへの保護命令の通知 など。 

（２）政府の取組 

１０．政府においては、２００７年の第二次改正を踏まえ、既存の基本方針を見直し、「配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針」を２００８

年１月１１日に策定した。 

１１．また、内閣府に置かれている男女共同参画会議の女性に対する暴力に関する専門調

査会において、配偶者暴力防止法の円滑な施行に向けた検討を行い、当検討結果は、２０

１０年１２月１７日に政府において策定された「第３次男女共同参画基本計画」に盛り込

まれている。現在は、当計画に基づき、夫・パートナーからの暴力を含む女性に対する暴

力に関し、幅広い取組を推進している。 

１２．その取組の一つとして、２０１１年度に、全国２０歳以上の男女５，０００人を対

象とした「男女間における暴力に関する調査」を実施し、２０１２年４月に調査結果を発

表した。 

４．アイヌの人々 

（１）北海道アイヌ生活実態調査 

１３．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ１０、１１参照。 

（２）北海道アイヌ生活向上関連施策等 

１４．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ１２参照。 

（３）アイヌ政策のあり方に関する有識者懇談会 

１５．２００８年６月、我が国国会においてアイヌ民族に関する決議が全会一致で採択さ

れた。これを受けて、政府は官房長官談話を発出した。政府は、官房長官談話を踏まえ、

高いレベルで有識者の意見を聞きながら、これまでのアイヌ政策を更に推進し、総合的な

施策の確立に取り組むため、「アイヌ政策のあり方に関する有識者懇談会」を開催すること

を決定した。 

１６．同懇談会には、アイヌの方も委員として参画し、アイヌの歴史や先住民族としての

意義、アイヌ政策の新たな理念及び具体的政策のあり方について総合的な検討を行った。

２００９年７月に官房長官に提出された有識者懇談会報告書は、「先住民族の権利に関する

国際連合宣言」の関連条項を参照しつつ、我が国及びアイヌの人々の実情に応じた、今後



の我が国のアイヌ政策の在り方を提言した。 

（４）アイヌ政策推進会議 

１７．有識者懇談会報告書の提言を受け、アイヌの人々の意見等を踏まえつつ総合的かつ

効果的なアイヌ政策を推進するため、政府は、２００９年１２月、官房長官を座長とする

「アイヌ政策推進会議」の開催を決定した。アイヌ政策推進会議には、複数のアイヌの代

表も参画し、有識者懇談会報告書で提言された各種政策のフォローアップなど、我が国の

アイヌ政策全般の推進等について、意見交換を行っている。 

１８．特に専門的検討を要する「北海道外アイヌの生活実態調査」、「民族共生の象徴とな

る空間」の二つの課題については、２０１０年３月から作業部会を設けて、１年間にわた

り検討を行った。 

１９．「北海道外アイヌの生活実態調査」作業部会は、アイヌの人々が居住地に左右されず、

自律的に生を営み、文化振興や伝承等を担えるよう、全国的見地から必要な政策を検討す

るために、生活基盤を北海道外に移したアイヌの人々の生活等の実態を調査したものであ

る。調査結果によると、北海道外及び北海道内のアイヌの人々の生活実態は近似している

が、一般国民と比較すると、生活、教育等の面でなお格差が存在することが明らかとなっ

た。 

２０．「民族共生の象徴となる空間」作業部会では、有識者懇談会報告書で最も重要な施策

として提言された「民族共生の象徴となる空間」について、基本的なコンセプト、ビジョ

ンを検討した。 

２１．両作業部会は、２０１１年６月に検討結果を取りまとめ、アイヌ政策推進会議に報

告した。その後、２０１１年８月に、新たに「政策推進作業部会」を設置し、主に①「民

族共生の象徴となる空間」の具体化、②「北海道外アイヌの生活実態調査」を踏まえた、

全国的見地からの施策の展開、③アイヌの歴史、文化等に対する国民理解を促進するため

の活動、の三点について検討を行っている。 

２２．アイヌ政策推進会議やこれらの作業部会の構成員のうち、アイヌの代表は１/３かそ

れ以上を占めるほか、他の構成員の多くが、アイヌ文化・アイヌ政策に精通した専門家で

構成されている。 

（５）アイヌの人々の人権擁護 

２３．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ１３参照。 

（６）「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法律」

に基づく施策 

２４．同法に基づく施策については、第１回・第２回政府報告パラグラフ１９及びⅢ．第

７条２．（１）参照。 

５．在日外国人の現状及び人権擁護のための取組 

（１）基本的枠組み 

２５．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ１９、２０参照。 

（２）在日外国人の内訳 

２６．２０１１年末現在、在留の資格別にみると、外国人登録者数全体の４７.５％は特別

永住者及び永住者、８.７％が「日本人の配偶者等」、８.６％が「定住者」となっている。 

就労が認められている在留資格の外国人は、９.６％となっている。就労が認められている

外国人の数は、２０１１年末は２０万２７１人で、前年に比し６、９５６人（３.４％）減

少している。 

出身地域別にみると、「技術」の９２.０％、「投資・経営」の７８.９％はアジア地域出身

者が占めている。また、「教育」の６４.３％は北米地域出身者が、「宗教」の４３.６％は

アジア地域出身者、３７.２％は北米地域出身者が占めている。 

（３）在留資格制度 

２７．我が国が、外国人が日本に入国し在留するための基本的な枠組みとして、在留資格



制度をとっていることについては、第１回・第２回政府報告パラグラフ２０参照。 

２８．なお、外国人の適正な在留管理の確保と適法に在留する外国人の利便性の向上に資

するため、２０１２年７月から新しい在留管理制度を導入するとともに、外国人登録制度

を廃止した。 

（４）外国人労働者 

２９．我が国が、いわゆる単純労働に従事する意図を有する外国人については原則として

入国を認めていないことについては、第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラ

フ１７参照。 

３０．また、２０１２年５月７日から、高度人材の受入れを促進するため、「学歴」、「職歴」、

「年収」といった項目ごとにポイントを設け、その合計が一定の点数に達した外国人を「高

度人材」と認定して出入国管理上の優遇措置を講じる制度を導入しているが、この制度の

認定基準は、上記のとおり客観的な基準であり、人種、民族等を理由に差別的な取扱いは

行っていない。 

（５）不法残留者 

３１．２０１２年１月１日現在の不法残留者数は、６万７，０６５人で、過去最高であっ

た１９９３年５月１日時点の２９万８，６４６人から比べると約２３万人の減少となって

おり、前回報告以降一貫して減少している。また、２０１１年に退去強制手続を執った者

は２万６５９人であり、そのうち不法就労事実が認められた者は１万３，９１３人である。

これらの不法就労者のうち、就労期間が「３年を超える」者が７，９３２人で、不法就労

者の約５７％を占め、このうち「５年を超える」者は不法就労者全体の約３９.５％を占め

るなど、依然として入管法違反者の多数が不法就労に従事し、就労期間の長期化、不法就

労者の定着化の傾向が見られる。 

３２．不法就労者問題は、出入国管理行政の適正な運営を阻害するにとどまらず、それら

の者の弱みにつけ込んだ中間搾取、強制労働、人身取引等が行われるなど犯罪の温床とも

なり、また人権侵害のケースも指摘されていることから、関係省庁が連携の上、不法就労

者の入国・就労に関与しているブローカー、暴力団関係者、悪質な事業主等の取締りを行

っている。 

（６）人身取引対策３３．我が国では、人身取引は重大な人権侵害であると認識し、２０

０４年１２月に策定された「人身取引対策行動計画」（２００９年１２月改定）に基づき対

応している。その結果、２０１１年中に日本政府で保護した被害者は４５人であり、うち、

入国管理局が人身取引被害者として保護（帰国支援を含む。）の手続きを執った外国人は２

１人である。被害者数は入国管理局が統計を取り始めた２００５年に１１５人保護した後

大幅に減少し、ここ数年は２０～３０人前後で推移している。 

（７）教育 

３４．在日外国人の子どもへの教育については、Ⅲ．第５条５（４）参照。 

６．在日韓国・朝鮮人 

（１）歴史的背景及び在留人数 

３５．在日韓国・朝鮮人の歴史的背景については第３回・第４回・第５回・第６回政府報

告パラグラフ２１参照。ただし、在日韓国・朝鮮人が日本に在留する外国人全体に占める

割合は、２０１１年末時点で１８.５％まで減少してきている。 

３６．在日韓国・朝鮮人は、「特別永住者」として日本に在留しており、その数は、２０１

１年末現在、３８万５，２３２人である（なお、「特別永住者」の総数は、３８万９，０８

５人で、韓国・朝鮮の他、中国が２，５９７人いる。また、この他にその他の国籍（出身

地）の者もいる。）。地域別では、大阪府に居住するものが２６.２％、次いで東京都に居住

しているものが１２.３％である。 

（２）法的地位 

３７．第１回・第２回政府報告パラグラフ３９参照。 



３８．出入国管理特例法の優遇措置に関しては、第１・２回政府報告パラグラフ４１から

４３、第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ２３参照。 

３９．特別永住者の再入国許可の有効期間については、従来から、企業の駐在員等として

海外で勤務したり、海外に留学する場合等を考慮して、特別永住者以外の外国人よりも長

期間を認めることとしてきたところであるが、２０１２年７月に出入国管理特例法が一部

改正され、有効期間の上限が４年から６年に伸長され（特別永住者以外の外国人は３年か

ら５年に伸長）、また、日本国外での再入国許可延長の期間についても、当初の許可から７

年に伸長された（特別永住者以外の外国人は６年に伸長）。 

４０．さらに、「みなし再入国許可」の制度が導入され、有効な旅券等を所持して出国する

特別永住者は、出国後２年以内に再入国する場合は原則として再入国許可を受ける必要が

なくなった（特別永住者以外の外国人は、出国後１年以内に再入国する場合に「みなし再

入国許可」が適用される。）。 

（３）教育 

４１．在日韓国・朝鮮人についても、Ⅲ．第５条５（４）に記載の内容と同様、その保護

する子を公立の義務教育諸学校に就学させることを希望する場合には、無償で受け入れて

おり、日本人と同一の教育を受ける機会を保障している。また、在日韓国・朝鮮人の子ど

もたちの公立学校での受入れに当たって、適切な日本語指導や適応指導を行うための体制

整備を図るために文部科学省として実施している具体的施策や、当該児童生徒に対する母

語・母文化等の学習機会の保障、日本人の子どもたちに対する国際理解教育の推進につい

ても、Ⅲ．第５条５（４）に記載のような取組を着実に実施している。 

４２．このほか、社会教育においても、青少年、成人、女性等を対象とした学級・講座等

の中で、地域の実情に応じて韓国・朝鮮語、韓国・朝鮮文化等の国際理解に関する多様な

学習活動が行われている。 

４３．在日韓国・朝鮮人が日本の学校教育を受けることを希望しない場合は、その多くが

韓国・朝鮮人学校に通学している。なお、韓国・朝鮮人学校については、その殆どが各種

学校として都道府県知事の認可を受けているところである。 

４４．我が国では、高等学校卒業程度以上の学力を認定する試験として、２００５年１月

に「高等学校卒業程度認定試験」を創設し、当該年度末までに満１６歳以上になる者であ

れば、国籍を問わず、誰でも受験できることとしたところであるが、さらに、２００３年

９月には、大学入学資格の弾力化のための制度改正を行い、我が国において、高等学校に

対応する外国の学校の課程と同等の課程を有するものとして外国の学校教育制度において

位置づけられた教育施設の課程を修了した者に、大学入学資格を認めることとした。これ

らを卒業した者には大学入学資格を認めている。 

４５．また、同改正により、大学の個別審査により個人の学習歴等を適切に審査して高校

卒業と同等以上の学力があると認められる者については、韓国・朝鮮人学校卒業者を含め、

大学入学資格を認めることとした。 

（４）児童・生徒等に対する嫌がらせ等の行為への対応 

４６．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ２６参照。 

４７．さらに、２００９年４月に北朝鮮によるミサイル発射が行われたとの報道がされた

際、同年５月に北朝鮮による地下核実験が行われたとの報道がされた際並びに２０１２年

４月及び１２月に北朝鮮によるミサイル発射が行われたとの報道がされた際にも、在日韓

国・朝鮮人児童・生徒に対する嫌がらせ等の行為の発生を防ぐため、啓発活動を実施する

とともに、嫌がらせ等に対する人権相談等を通じて適切な措置を講じた。 

（５）就労 

４８．第１回・第２回政府報告パラグラフ４９、５０参照。 

７．難民 

（１）難民の取扱い 



４９．難民の取扱いについては、第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ２

８参照。 

５０．なお、我が国においては、本邦にある外国人から難民認定の申請があった場合、難

民については条約に基づき確実に難民として認定しており、条約上の難民には該当しなか

った者についても、本国の事情や本邦における在留状況等を個々に考慮し、庇護を与える

のが適当と認められる場合は、在留を特別に認め、保護している。また、難民認定申請者

の法的地位を早期に安定させるため、標準処理（審査）期間を６か月と設定して迅速処理

に当たっているほか、異議申立てについても、難民審査参与員を倍増（２８人から５６人）

し、手続の迅速化を図っている。 

５１．難民認定手続に関しても、申請希望者を対象とした案内パンフレットを１４ヶ国語

で作成し、全国の地方入国管理局及びインターネット上で入手可能としているほか、難民

申請に係るインタビューにおいては、原則として申請者が希望する言語の通訳人を介して

行うなど、申請者に配慮した手続に努めている。 

適切な難民該当性判断のため、国連高等難民弁務官事務所の協力も得つつ、高度な知識及

び調査能力を備えた難民調査官の育成を目的とした研修を実施している。 

５２．２０１２年２月１０日には、難民を支援する民間団体・ＮＧＯとの連携・協力体制

を構築し、難民関係の行政に関する改善点を探る協議や難民申請中等の者に対する支援に

かかる情報交換等を行っている。 

５３．２０１１年１２月末までの難民認定事務の処理状況は以下のとおり。 

申請 11,754 人 

審査結果 認定 

不認定 

取下げ等 

598 人 

9,440 人 

997 人 

５４．我が国に難民認定制度が発足した１９８２年１月から２０１１年１２月末までに、

難民として認定した者は、５９８人である。また、難民とは認定しなかったものの、庇護

のための在留を認めた者が１，９９４人いる。 

５５．なお、この難民認定制度は本邦にある外国人からの申請を可能としているが我が国

ではこの難民認定制度とは別の制度によりインドシナ三国（ベトナム、ラオス、カンボジ

ア）及びミャンマーから定住難民を受け入れており、その数は２０１１年１２月末で１万

１，３６４人となっている。この定住難民として受入れた者が難民の認定を受けることも

可能であり、実際に難民の認定を受けている者もいる。 

（２）インドシナ難民の定住受入れ 

５６．我が国におけるインドシナ難民の定住受入れは、１９７８年より我が国に一時滞在

しているベトナム難民について定住を許可することから始まった。 

次いで、１９７９年よりアジア諸国に滞在中のインドシナ難民についても定住許可の対象

とし、その後、２度に亘り定住許可条件が緩和され、インドシナ三国における政変前に留

学生等として日本に滞在していた者や合法出国計画（ＯＤＰ：Orderly Departure Program）

に基づくベトナムからの家族呼び寄せによって入国する者についても、定住が許可される

こととなった。我が国が定住を受け入れたインドシナ難民は、２００５年１２月末で１万

１，３１９人となっている。 

５７．なお、ＯＤＰに基づくベトナムからの家族呼び寄せについては、インドシナ三国の

政情が安定した等の理由から、２００４年３月末日をもって申請受付を終了することとし

た。 

（３）インドシナ難民及び条約難民の定住促進策並びに第三国定住による難民の受入れ 



５８．政府は、１９７９年の閣議了解によって、インドシナ難民の日本への定住促進のた

め、日本語教育、職業訓練、就職あっせんなどを行うことを決定し、これらの業務を旧財

団法人（現公益財団法人）アジア福祉教育財団に委託することとした。それを受け、同財

団では、難民事業本部を同財団内に設置、引き続き姫路（兵庫県）定住促進センター（１

９９６年３月閉鎖）、翌１９８０年には大和（神奈川県）定住促進センター（１９９８年３

月閉鎖）、１９８２年には大村（長崎県）難民一時レセプション・センター（１９９５年３

月閉鎖）を設置した。また、１９８３年には、東京都に国際救援センターを開設した。開

設以来の実績としては、２００５年１２月末現在で、合計で入所者１万１５２３人となっ

ている。 

５９．同様に入管法に基づき難民と認定された条約難民についても、２００２年８月７日

の閣議了解に基づき、関係各省庁が各種援護措置を講じることとされ、２００５年度まで

にインドシナ難民と同様の援護措置を計２５名に対して国際救援センターにおいて実施し

た。２００６年４月からは、新たに条約難民の定住支援施設「ＲＨＱ支援センター」にお

いて、日本語教育、生活ガイダンス、職業相談等の定住支援を開始することとした。 

６０．政府は、国際貢献及び人道支援の観点から、２００８年１２月１６日の閣議了解等

に基づき、２０１０年度から、タイの難民キャンプに滞在するミャンマー難民約３０人（家

族単位）を、年に１回のペースで３年連続してパイロットケースとして受け入れることと

し、２０１１年度末までに９家族４５名が来日している。２０１２年３月には、このパイ

ロットケースを２０１３年度以降も２年間継続すること、キャンプ地の拡大、定住支援の

充実等が決定された。 

（４）生活状況 

６１．２０００年のインドシナ難民の定住状況調査のアンケート（アジア福祉教育財団難

民事業本部実施）によると、比較的順調に定住が進んでいるといえるが、日本語が困難な

者の割合は３５％に達する結果も出ているところである。 

また、難民事業本部が行ってきた定住支援・生活相談等を通じてインドシナ難民の定住状

況を見ると、来日して以降の年月の経過に伴い、難民１世の高齢化による問題等が出てき

ているが、日本社会への定住状況は安定している。 

６２．我が国に定住するインドシナ難民を始め、条約難民及び第三国定住難民の多くは、

雇用主、地域社会の理解と支援に支えられて比較的順調に職場や地域社会に適応している

と考えられる一方、定住難民の数が次第に増加していく中で、中には言語、習慣等の違い

から日常生活において様々な問題に直面しているケースもみられる。このような状況を踏

まえ、現在、政府から本事業を受託しているアジア福祉教育財団（難民事業本部）では、

複雑化・専門化する相談内容と本人、その家族及び事業主等に対する綿密かつ長期間にわ

たる相談・指導に対応するため、相談員を本部及び国際救援センター（２００６年４月以

降は、「ＲＨＱ支援センター」）に配置し、定住支援施設退所後も引き続き生活相談を実施

している。また、２０１２年度からは第三国定住難民の定住先地域に地域定住支援員を配

置し、第三国定住難民が、定住先の地域社会において生活を立ち上げ、定住に至る過程で

必要となる生活支援を行っている。 

６３．この他、インドシナ難民、条約難民及び第三国定住難民の円滑な定住にとって地域

住民の理解と協力は不可欠であることから、同財団では、毎年「日本定住難民とのつどい」

を開催し、地域住民との交流による相互理解の増進に努めている。 

６４．さらに難民認定申請者に対しても難民認定申請の結果が判明するまで、生活費、住

居費（一時的な居住施設の提供を含む。）及び医療費の支援を必要に応じて行っている。 

Ⅲ．逐条報告 

第２条 

１．差別の禁止に関する憲法上及び法律上の規定 

６５．第１回・第２回政府報告パラグラフ５９、６０、６２参照。 



２．法務省の人権擁護機関の取組 

６６．法務省の人権擁護機関では、人権侵犯事件調査処理規程、及び人権擁護委員法等に

基づき、人種差別を含む人権侵害につき所要の調査を行い、事案に応じて適切な措置がと

られている。 

６７．我が国としては、政府からの独立性を有する国内人権機構の創設を重要な課題と位

置づけており、２０１２年１１月、内閣は、人権委員会を設置するための法律案及び人権

擁護委員法の一部を改正する法律案を国会に提出した。人権委員会は、その職務の遂行に

際して、政府から指揮監督を受けないなど、政府から独立性を有する委員会であり、パリ

原則に沿ったものになっている。同法案は、２０１２年１１月１６日、衆議院の解散によ

り廃案となったが、政府として引き続き必要な準備を進めていく。 

３．公務員に対する人権教育・研修 

（１）公務員全般 

６８．行政官については、人事院が、国家公務員を対象として自ら実施する各種研修にお

いて人権に関するカリキュラムを設けるとともに、各府省に対して、各府省が実施する研

修における人権尊重に関する教育の充実について指導を行ってきている。これを受けて、

各府省においても、人権尊重に関する教育を実施している。 

６９．法務省では、「人権教育のための世界計画」第２フェーズ行動計画の趣旨に沿い、人

権問題に関して、国家公務員等の理解と認識を深めることを目的として、中央省庁等の職

員を対象とする人権に関する国家公務員等研修会を毎年２回開催している。また、都道府

県及び市区町村の人権啓発行政に携わる職員を対象にして、その指導者として必要な知識

を習得させることを目的とした人権啓発指導者養成研修会を毎年３回開催している。 

（２）警察職員 

７０．警察は、犯罪捜査等の人権に関わりの深い職務を行っていることから、「警察職員の

職務倫理及び服務に関する規則（２０００年国家公安委員会規則第１号）において、人権

の尊重を大きな柱とする「職務倫理の基本」を定めるとともに、職務倫理に関する教育を

警察における教育の重点項目に掲げ、人権教育を積極的かつ継続的に実施している。 

７１．新たに採用された警察職員や昇任する警察職員に対しては、警察学校における憲法、

刑事訴訟法等の法学や職務倫理の授業等で人権尊重に関する教育を実施している。 

７２．犯罪捜査、留置管理、被害者対策等に従事する警察職員に対しては、各級警察学校

における専門教育や警察本部、警察署等の職場における研修等のあらゆる機会を捉え、被

疑者、被留置者、被害者等の人権に配意した適正な職務執行を期する上で必要な知識・技

能等を修得させるための教育を行っている。 

（３）検察職員 

７３．法務省では、検察職員に対して、任官時及びその経験年数等に応じて受講が義務づ

けられている各種研修において、人種差別撤廃条約を含む国際人権関係条約に関する講義

を実施している。 

（４）矯正施設職員 

７４．矯正施設の職員に対しては、矯正研修所及び同支所における採用年数や職務に応じ

た各種研修プログラムにおいて、被収容者の人権の尊重を図る観点から、憲法及び人権に

関する諸条約を踏まえた被収容者の人権に関する講義や行動科学的な視点を取り入れた研

修等を実施している。また、各矯正施設においても、実務に即した自庁研修を行うなどに

より、職員の人権意識の向上に努めている。 

（５）更生保護官署関係職員 

７５．更生保護官署関係職員に対しては、保護観察官等を対象とした研修において、保護

観察対象者等の人権に関する講義を実施している。 

（６）入管職員 

７６．入管職員に対しては、各種職員研修において、人権関係諸条約等について講義を実



施し、人権に対する意識の一層の向上を図っている。 

（７）裁判官 

７７．日本政府は、裁判官の研修及び司法修習生の修習をつかさどる司法研修所において

は、裁判官の研修カリキュラムに人権問題に関する講義が設けられており、例えば、刑事

手続と人権の問題、女性や児童の権利の問題、DV 問題、同和問題、外国人の人権の問題、

国際人権条約等の国際人権法にかかわる問題等をテーマとした講義が実施されているもの

と承知している。また、司法修習生の修習カリキュラムについても、人権に関する講義等

が設けられているものと承知している。 

（８）裁判官以外の裁判所職員 

７８．日本政府は、裁判官以外の裁判所職員の研修をつかさどる裁判所職員総合研修所に

おいては、同職員の研修カリキュラムに基本的人権の保障、ＤＶ問題等をテーマとした講

義が設けられているものと承知している。 

（９）地方公務員 

７９．自治大学校では、地方公共団体の幹部となる地方公務員の政策形成能力等を総合的

に養成することを目的に高度な研修を行っており、その中で人権教育に関する講義を行っ

ている。 

（１０）教師 

８０．独立行政法人教員研修センターにおいて、人権教育の指導的立場を担う者を対象と

して、人権教育に関する国内外の動向や人権教育に関する効果的な指導方法等について、

研究協議及び演習等を行うことにより、児童生徒に人権を尊重する態度を育成するための

必要な知識等を修得させ、各地域において、人権教育に関する研修の講師等としての活動

や、各学校への指導・助言等が受講者により行われることを目的として、「人権教育指導者

養成研修」を実施している。 

また、学校における校内研修の中で人権教育についての研修が取り組まれているほか、多

くの都道府県教育委員会等において人権教育担当者向けの研修が実施されているとともに、

初任者研修や１０年経験者研修などライフステージに応じた研修のプログラムにおいても

人権教育に関する内容が扱われている。 

第３条 

８１．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ３６参照。 

８２．また、居住や職業選択における人種的分離に関し、我が国憲法第２２条第１項は、

「何人も公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。」旨規定し

ている。また、教育分野についても憲法第２６条第１項は、「すべて国民は、法律の定める

ところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。」旨規定している。 

第４条 

１．留保 

８３．我が国が本条約第４条（a）及び（b）に関して付している留保及びその理由につい

ては、第１回・第２回政府報告パラグラフ７２から７４参照。 

８４．右留保を撤回し、人種差別思想の流布等に対し、正当な言論までも不当に萎縮させ

る危険を冒してまで処罰立法措置をとることを検討しなければならないほど、現在の日本

が人種差別思想の流布や人種差別の煽動が行われている状況にあるとは考えていない。 

８５．我が国は、人種差別撤廃委員会より、第３回・第４回・第５回・第６回政府報告を

受けて出された最終見解で、本条約第４条(a)及び(b)の留保の維持の必要性につき、留保

の範囲の縮小、及びできれば留保の撤回を視野に入れて検証することを慫慂する旨の勧告

を受けたが、以上の理由により撤回又は範囲の縮小は考えていない。 

２．流布、扇動、暴力の処罰化 

８６．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ３９、４０参照。 

３．情報分野における規制等 



８７．総務省は、電気通信事業者団体が作成した、インターネット上の人種差別を含む違

法・有害情報への対応に関する「インターネット上の違法な情報への対応に関するガイド

ライン」及び「違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル条項」等の周知活動を

支援している。 

８８．また、インターネット上の権利侵害情報について、プロバイダ等が当該情報を削除

等した場合の責任を制限する「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者

情報の開示に関する法律」(以下「プロバイダ責任制限法」という。)（２００２年５月施

行)の運用に努めている。 

８９．特に、電気通信事業者団体等で構成される協議会により、プロバイダ等の行動指針

としてプロバイダ責任制限法の施行に併せて策定された「名誉毀損・プライバシー関係ガ

イドライン」の２００４年１０月の改定において、インターネット上の人権侵害事案で、

被害者が自ら削除要請するのが困難であるなど一定のものについて、法務省の人権擁護機

関が権利侵害情報の削除依頼を行う手続等が新たに盛り込まれたが、総務省は本ガイドラ

インの周知活動の支援等を行っている。 

９０．放送については、放送法の規定により、放送事業者は、国内放送の放送番組の編集

に当たっては、公安及び善良な風俗を害しないこと、政治的に公平であること、報道は事

実を曲げないですること等とされているほか、放送番組の編集の基準（番組基準）を定め、

これに基づいて放送番組の編集をし、また、放送番組の適正を図るために放送番組審議機

関を設置することとされている。 

これらの規定を通じて、各放送事業者は、放送番組が、人種差別の流布、扇動及び暴力を

正当化し、もしくは助長することによって、公安及び善良な風俗を害すること等のないよ

う適切に放送を行うこととなる。 

９１．学識経験者やジャーナリスト、メディア関係者などからなる「今後のＩＣＴ分野に

おける国民の権利保障等の在り方を考えるフォーラム」を２００９年１２月から約１年間

開催し、放送事業者や彼らが自主的に設立した「放送倫理・番組向上機構（ＢＰＯ）」等に

よる自律的な取組みを促す報告書をまとめている。 

４．扇動団体の活動の禁止 

９２．第１回・第２回政府報告パラグラフ８８から９０参照。 

５．人種差別的動機の刑法上の取扱い 

９３．人種主義的動機は、我が国の刑事裁判手続において、動機の悪質性として適切に立

証しており、裁判所において量刑上考慮されているものと認識している。 

６．国内裁判所の関連判決 

９４．本条約第４条に関連する人種差別の事例を扱う裁判所の判決（２００８年１月から

２０１２年１２月）の例については、以下のとおり。なお、本条約その他の条文に関連す

る裁判所の判決の情報については、第６条部分を参照。 

２００９年５月２８日東京地方裁判所判決 

９５．出入国管理及び難民認定法所定の「定住者」の地位を定める定住者告示において、

法務大臣が、出入国管理の目的の一つである国内の治安の維持の観点から、日系人及びそ

の家族との関係において、「定住者」の在留資格の決定の要件として素行善良を原則として

付加したこと 2が、法務大臣の裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものとは認めら

れず、不合理な差別又は人種差別の行為・慣行の従事及び助長・扇動に当たるということ

でもないから，憲法１４条１項（平等原則）並びに人種差別撤廃条約２条１項(a)及び４条

(c)に違反しない、と判断された事例。 

2 法務省告示（出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の規定に基づき同法別表第

２ 

の定住者の項の下欄に掲げる地位を定める件（平成２年法務省告示第１３２号）に素行善

良要件を加える告示（平成１８年法務省告示第１７２号）。日系人及びその家族のうち、中



国残留孤児及びその親族並びにインドシナ難民及びベトナム難民は追加の対象から除外さ

れている。） 

第５条 

１．裁判所の前で平等な取扱いを受ける権利 

９６．第１回・第２回政府報告パラグラフ９１、９２参照。 

２．暴力又は傷害に対する身体の安全及び国家による保護についての権利 

９７．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ４９及び第１回・第２回政府

報告パラグラフ９６、９７参照。 

９８．我が国では、観光客等を装ったテロリスト等の入国を確実に水際で阻止するために、

厳格な出入国審査を実施しているが、その一環として２００７年１１月２０日から個人識

別情報を活用した入国審査を実施しており、我が国に上陸しようとする外国人に対し、指

紋及び顔写真の提供を義務付けている。この審査は、外交・公用の資格を付与される者、

１６歳未満の者等の一部の例外を除き、すべての外国人に義務付けられるものであり、本

審査の実施に当たり、人種、民族等を理由とする差別的な取扱いは行っていない。 

３．政治的権利 

９９．第１回・第２回政府報告パラグラフ１０２から１０６参照。 

１００．なお、外国人が家事調停委員に就任できないことについては、公権力の行使又は

国家意思の形成への参画に携わる公務員となるためには日本国籍が必要であるところ、裁

判所の非常勤職員である調停委員は、公権力の行使又は国家意思の形成への参画に携わる

公務員に該当し、その就任には日本国籍が必要であると考えられることから、国籍を理由

とした差別的な取扱いには当たらない。（法務省） 

４．市民的権利 

（１）移動及び居住の自由の権利 

１０１．第１回・第２回政府報告パラグラフ１０７参照。 

（２）出入国の自由の権利 

１０２．第１回・第２回政府報告パラグラフ１０８から１１１参照。 

１０３．送還先に関しては入管法第５３条に規定されており、原則として送還を受ける者

の国籍又は市民権の属する国に送還されるが、同条第３項で送還先 21に含まない国として、

「（法務大臣が日本国の利益又は公安を著しく害すると認める場合を除き、）難民条約第３

３条第１項に規定する領域の属する国」（同条第３項第１号）、「拷問及び他の残虐な、非人

道的な又は品位を傷つける取扱い又は刑罰に関する条約第３条第１項に規定する国」（同条

第３項第２号）及び「強制失踪からのすべての者の保護に関する国際条約第１６条第１項

に規定する国」（同条第３項第３号）と定めており、送還される者が、原則として、拷問等

深刻な人権虐待を受けるリスクのある国又は地域へ送還、移送されないことが明文化され

ている。 

（３）国籍の権利 

１０４．我が国の国籍法は、出生による国籍の取得について、第２条で規定しているが、

同条は「子は、次の場合には、日本国民とする。」として、第１号で、「出生の時に父又は

母が日本国民であるとき。」、第２号で、「出生前に死亡した父が死亡の時に日本国民であっ

たとき。」、第３号として、「日本で生まれた場合において、父母がともに知れないとき、又

は国籍を有しないとき。」としている。また、届出による国籍の取得について、同法第３条

及び第１７条第１項、第２項等に規定されているが、その要件は、例えば第３条にあって

は、(i)父又は母が認知したこと、(ii)子が２０歳未満であること、(iii)認知をした父又

は母が子の出生当時日本国民であったこと等であり、また、第１７条第１項にあっては、

(i)国籍不留保により日本国籍を喪失したこと、(ii)２０歳未満であること、(iii)日本に

住所があることである。 

１０５．帰化については、同法第４条に規定され、第５条に帰化についての最低条件が規



定されている。その条件は、住所条件、能力条件、素行条件、生計条件、重国籍防止条件、

憲法遵守条件である。 

１０６．しかし、上記のいずれの場合も、これらの要件の適用に当たっては、憲法第１４

条の原則に基づき、人種、民族等による差別なく、平等に取り扱っている。 

１０７．我が国の国籍法では、原則として父母両系血統主義（the jus sanguinisprinciple）

を採用しているが、この主義を貫くと、我が国で出生した子が無国籍となる場合も生じ得

ることから、これを防止するため、出生地主義（principleof place of birth）を加味す

るという配慮をしている。 

１０８．すなわち、子が日本で出生した場合において、父母がともに知れないとき、又は

国籍を有しないときには、子は出生により日本国籍を取得するとされている（国籍法第２

条第３号）。 

１０９．また、この措置によっても、限られた範囲で、なお、無国籍となる場合があり得

るので、日本で出生し、無国籍である子が帰化する場合には、その条件が一般の外国人に

対する条件に比して、極めて緩和されている（同法第８条第４号）。 

（４）婚姻及び配偶者選択の権利 

１１０．第１回・第２回政府報告パラグラフ１１６参照。 

（５）単独（及び共有）所有権 

１１１．第１回・第２回政府報告パラグラフ１１７参照。 

（６）相続権 

１１２．第１回・第２回政府報告パラグラフ１１６参照。 

（７）思想、良心及び宗教の自由の権利 

１１３．第１回・第２回政府報告パラグラフ１１８、１１９参照。 

１１４．なお、文中の「教育基本法第９条第１項」は「教育基本法第１５条第１項」に改

める。 

（８）意見及び表現の自由並びに平和的な集会及び結社の自由の権利１１５．第１回・第

２回政府報告パラグラフ１２０参照。 

 

５．経済的、社会的及び文化的権利 

（１）労働に関する権利 

１１６．第３回・第４回・第５回・第６回報告パラグラフ５２参照。 

１１７．労働組合法第３条は、「この法律で「労働者」とは、職業の種類を問わず、賃金、

給料その他これに準ずる収入によって生活する者をいう」と規定している。また、労働組

合法第２条は、「この法律で「労働組合」とは、労働者が主体となって自主的に労働条件の

維持改善その他経済的地位の向上を図ることを主たる目的として組織する団体又はその連

合団体をいう」と規定するとともに、同条第１号において、使用者の利益を代表する者の

参加を許す団体は労働組合法上の労働組合ではない旨を規定しているが、労働組合を組織

する労働者について、国籍等による区別は設けられていない。したがって、外国籍である

者や条約の下に保護されるべきグループの者に対しても、労働組合の結成及び参加の権利

は付与されている。 

（２）住居に関する権利 

１１８．賃貸住宅における入居者選択の際の平等取扱いに関しては、公的な住宅等の入居

者資格等については、公営住宅法、住宅地区改良法、住宅・都市基盤整備公団法、地方住

宅供給公社法、独立行政法人住宅金融支援法等において入居者の募集方法、資格、選考に

つき公正な手続及び要件を定めている。 

１１９．また、民間賃貸住宅に関しては、地方公共団体や関係業者、居住支援団体等が組

織する居住支援協議会が行う外国人を含む住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入

居の促進のための取組を支援している。 



１２０．入居者選択の際における不当な取扱いに対しては、法務省の人権擁護機関は関係

者に対する啓発等を通じて平等の確保に努めている。 

（３）公衆の健康、医療、社会保障、社会的サービスに関する権利 

１２１．第１回・第２回パラグラフ１３２から１３５参照。 

１２２．なお、パラ１３２の「助産婦」は「助産師」に、「保健婦助産婦看護婦法」は「保

健師助産師看護師法」に、パラグラフ１３３の「児童手当」は「児童手当（中学校修了ま

での国内に住所を有する児童を養育している者に対し支給される。）」に、「児童扶養手当」

は「児童扶養手当（１８歳未満の子を養育する母子家庭及び父子家庭に対し支給される。）」

に、パラグラフ１３５の「（生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、出産扶助、失業扶

助、葬祭扶助）」は「（生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、

生業扶助、葬祭扶助）」に改める。 

１２３．また、２０１０年度における、世帯主が外国人である生活保護世帯に属する人員

数は、６８，９６５人となっている。詳細は別添１を参照。 

（４）教育及び訓練に関する権利 

１２４．教育については、外国人がその保護する子を公立の義務教育諸学校に就学させる

ことを希望する場合には、無償で受け入れており、教科書の無償給与や就学援助を含め、

日本人と同一の教育を受ける機会を保障している。 

１２５．市町村教育委員会においては、外国人の子どもたちが公立の義務教育諸学校へ就

学する機会を逸することがないよう、就学年齢相当の子どもを持つ外国人保護者に対して、

就学案内を発給している。 

１２６．また、高等学校についても、学校教育法の下、中学校若しくはこれに準ずる学校

を卒業した者若しくは中等教育学校の前期課程を修了した者又は文部科学大臣の定めると

ころによりこれと同等以上の学力があると認められた者は、人種、国籍等いかなる差別な

く、入学資格が認められている。 

１２７．外国人の子どもの公立学校での受入れに当たっては、適切な日本語指導や日本の

学校への適応指導を行うための体制を整備する必要があり、文部科学省では、（特に義務教

育学校段階の外国人の子どもの学びを支えるため）以下のような施策に取り組んでいる。 

・ 日本語指導の充実を図るための教員定数の加配措置の実施 

・ 外国人児童生徒に対する教育に携わる教員や校長等の管理職及び指導主事を対象とした

日本語指導法等を主な内容とした実践的な研修の実施 

・ 日本の教育制度や就学の手続などをまとめた就学ガイドブック及び概要版のポルトガル

語、中国語など７言語での作成及び教育委員会等への配布 

・ 入学・編入学前後の外国人の子どもへの初期指導教室（プレクラス）、学校での日本語

指導の補助や学校と保護者との連絡調整などを行う際に必要な外国語の分かる支援員の配

置などを行う事業の実施 

１２８．このほか、子どもたちが国際的視野を持ち、異なる習慣や文化を持った人々を理

解し、共に生きていくための資質や能力を育成することも重要であり、現在各学校におい

て、社会科などの各教科、道徳、特別活動や総合的な学習の時間等を通じて国際理解教育

が行われている。その中で、地域の実情や当該児童生徒の実態等に応じて、外国人の児童

生徒の母語、母文化等に関する学習を、総合的な学習の時間等を活用して行うことも可能

である。なお、母語・母文化等に関する学習を、課外活動において行うことも可能であり、

複数の地方公共団体において実践されているところである。 

１２９．文部科学省では、２００６年度から２００９年度まで、国際理解を深め、国際社

会で主体的に活躍できる人材を育成するための「国際教育推進プラン」を実施し、先進的

な取組を実践する市町村や学校等を支援してきたほか、同プランにおける実践事例等につ

いて、毎年、全国の都道府県・指定都市教育委員会担当者を対象に開催している連絡協議

会において紹介するなど、国際理解教育の推進に努めている。 



１３０．このほか、日本の小・中・高等学校等に在籍し､災害共済給付制度へ加入している

外国人の児童生徒等が被災した場合、日本人と同様、災害共済給付の対象となる。 

１３１．日本語能力を有する外国人等を対象とした指導者の養成、外国人児童生徒の母国

政府等との協議会の開催、及び外国人児童生徒の就学支援や日本語指導の体制の構築等を

行っている。 

１３２．なお、インターナショナル・スクールなどの外国人学校は、その一部が各種学校

として都道府県知事の認可を受けており、その自主性は尊重されている。 

１３３．後期中等教育段階においても、家庭の教育費負担の軽減のため、２０１０年４月

から公立高校の授業料を無償にするとともに、国立・私立高校等の生徒に支援金を支給す

る制度（公立高校授業料無償制・高等学校等就学支援金制度（Free tuition fee at public 

high schools / High school enrollmentsupport fund system））を開始している。 

１３４．この制度は、１）国公私立の高等学校、２）中等教育学校（後期課程）、３）特別

支援学校（高等部）、４）高等専門学校（第一学年から第三学年）、５）専修学校高等課程、

６）各種学校となっている外国人学校のうち高等学校の課程に類する課程を置くものとし

て文部科学大臣が指定する学校に在学する生徒であれば、国籍を問わず制度の対象として

いる。なお、各種学校となっている外国人学校のうち高等学校の課程に類する課程を置く

ものとしては、a) 大使館を通じて日本の高等学校の課程に相当する課程であることが確認

できるもの、b）国際的に実績のある学校評価団体の認証を受けていることが確認できるも

の、c）a 及び b に掲げるもののほか、高等学校の課程に類する課程を置くものと認めら

れるものとして、文部科学大臣が指定したものを対象と認めている。 

（５）文化的な活動への平等な参加に関する権利 

１３５．第１回・第２回政府報告パラグラフ１４２参照。 

６．公衆の使用を目的とする場所又はサービスを利用する権利 

１３６．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ５６、５７参照。 

７．社会的指標に関する情報 

１３７．別添２から１０参照。 

第６条 

１．司法機関による救済 

１３８．第１回・第２回政府報告パラグラフ１４５から１４９参照。 

１３９．「人種差別」の事例を取り扱った最近の裁判例は以下のとおり。 

２００８年１１月２７日大阪高等裁判所判決 

１４０．市による在日外国人向け教育事業の縮小・廃止によりマイノリティとしての教育

を受ける権利を侵害された等と主張して、外国籍である原告らが損害賠償を求めたことに

対し、人種差別撤廃条約第２条第２項は、その規定の仕方からして、締約国が当該権利の

実現に向けた積極的施策を推進すべき政治的責任を負うことを定めたにすぎず、この規定

から直ちに、マイノリティの教育権という具体的な権利が保障されていると認めることは

できないこと、また、市による外国籍の子どもらを対象にした教育事業の実施によって原

告らが得た利益は、事実上の利益に過ぎず、（同事業の実施によって）上記教育権が具体的

な権利として確立されたとは認められないとされた事例。 

２．行政機関による救済 

（１）法務省の人権擁護機関の組織 

１４１．人権擁護に携わる行政機関として法務省に人権擁護局が設けられており、その下

部機関として、法務局人権擁護部（全国８か所）、地方法務局人権擁護課（全国４２か所）

及びこれらの支局（全国２６５か所（２０１２年７月１日現在））が設けられている。また、

我が国においては、全国で約１万４０００人の人権擁護委員（法務大臣が委嘱した民間の

ボランティア）が、法務省人権擁護局、法務局・地方法務局と協力して、人権擁護活動を

行っている。法務省人権擁護局、法務局人権擁護部・地方法務局人権擁護課及びこれらの



支局並びに人権擁護委員を総称して、「法務省の人権擁護機関」と呼ばれている。 

（２）法務省の人権擁護機関による人権相談及び人権侵犯事件の調査救済活動 

１４２．法務省の人権擁護機関は、人種差別行為を含むあらゆる人権侵害行為を対象とし

て、全国３１５か所（２０１２年７月１日現在）にある法務局・地方法務局及びその支局

などにおいて、広く人権相談に応じている他、公正中立な立場から、人権侵犯事件の調査

救済活動を行っている。人権侵犯事件の調査救済活動の概要は次のとおり。 

(ａ) 救済手続の開始 

１４３．人権擁護機関は、人権侵害行為による被害者若しくはその親族その他の関係者か

らの申告又は関係行政機関からの通報等により、人権侵害行為が疑われる事案を認知した

場合、救済手続を開始する。被害の申告は、法務局・地方法務局及びその支局の窓口で口

頭、書面、電話、Ｅメールなどの方法により行うことができる。 

１４４．また、外国人に関する人権問題について、外国語通訳を配置した「外国人のため

の人権相談所」を東京、大阪、名古屋、広島、福岡、高松の各法務局及び神戸、松山の各

地方法務局に開設しており、各相談所で対応言語は異なるものの、英語や中国語等計７か

国語による人権相談に応じている。 

(ｂ) 調査の実施 

１４５．人権擁護機関の職員又は人権擁護委員が、関係者への事情聴取その他の必要な調

査を行う。 

１４６．人権擁護機関が行う調査には強制力がなく、あくまで関係者の任意の協力による

もの（いわゆる任意調査）である。その理由は、人権擁護機関の行う調査は、刑事事件の

捜査のように犯罪者に対する刑事制裁を目的とするものではなく、調査や救済措置を通じ

て関係者に人権尊重の意識を啓発することによって、人権侵害の状況を自主的に排除させ、

被害者の救済を図ることを目的としているからである。 

(ｃ) 救済措置等 

１４７．人権擁護機関は、事案に応じ、被害者への援助（関係行政機関又は関係のある公

私の団体への紹介、法律上の助言等）や、被害者とその相手方との関係の調整を行うほか、

調査の結果、人権侵害行為の事実が認められた場合には、次のような救済措置を講じてい

る。 

① 「要請」 

人権侵害行為による被害の救済又は予防について、実効的な対応をすることができる者に

対し、必要な措置をとることを要請すること。 

② 「説示」 

人権侵害行為をした者に対し、その反省を促し、善処を求めるため、事理を説示すること。 

③ 「勧告」 

人権侵害行為をした者に対し、その行為をやめさせ、又は同様の行為を繰り返させないた

め、文書で、人権侵害行為の事実を摘示して必要な勧告をすること。 

④ 「通告」 

関係行政機関に対し、文書で、人権侵害行為の事実を通告し、適切な措置の発動を求める

こと。 

⑤ 「告発」 

刑事訴訟法の規定により、文書で、告発すること。 

１４８．調査の過程において、人権尊重の理念に対する理解を深めるための啓発を行う必

要があるときは、人権擁護機関は、事件の関係者等に対し、事案に応じた啓発を行ってい

る。 

１４９．人権侵犯事件の受理件数は、２０１１年は２２，１６８件となっている。なお、

２０１１年に処理した事件のうち、差別事案として、以下のような事例がある。(ａ) 機材

レンタル店において同店会員登録とカメラのレンタルを申し込んだ外国人が、外国籍であ



ることを理由に同サービスの提供を拒否された事例について、法務省の人権擁護機関が調

査を行ったところ、同店は外国人がレンタル機材を自国に持ち帰ってしまうというリスク

を回避するために、日本国籍を有していない者に対しては同会員規約において一律に会員

登録を断っている旨回答を得た。同店は当該調査を受けて、同会員規約を自主的に見直し、

外国人であっても同サービスを利用できるよう改善した。（処理結果：援助）(ｂ) 職場で

の上司との口論の中で、外国人であることが問題の原因である発言がなされた事例におい

て、法務省の人権擁護機関が調査を行ったところ、同上司は当該発言を行ったことを反省

しており、差別する意図はなかったこと及び誤解を与えてしまったことについて謝罪する

意思があることを確認した。当該調査の内容を被害者に伝えたところ、被害者は同上司が

被害者に対して謝罪の気持ちがあることを受け止め、当該人間関係が修復された。（処理結

果：調整） 

１５０．外国人に関する人権侵犯及び相談件数の推移に関する統計資料は別添 

１１参照。 

３．司法アクセスの確保 

１５１．法務省の人権擁護機関は、被害者に対する簡易・迅速・柔軟な人権救済を目的と

し、人権相談及び人権侵犯事件の調査救済手続を無償で提供している。人権侵犯事件の調

査救済活動は、人権擁護機関が職権で行うものであり、被害の申告に当たって、何ら法律

その他の知識が要求されるものではない上、申告者が社会的非難や報復を恐れることがな

いよう、申告者の秘密は厳守される。 

１５２．また、人権擁護機関は、様々な人権啓発活動を通じて、個人が有する権利につい

て周知・広報に努めているほか、人権相談を受けた場合においては、事案に応じて、相談

者の有する権利について適切な助言を行っている。 

１５３．総合法律支援法に基づいて２００６年に設立された日本司法支援センター（法テ

ラス）は、人種差別の犠牲者等に対して、補償等の法制度や相談機関・団体等に関する情

報を無料で提供しているほか、人種的動機による犯罪の被害者等に対し、犯罪被害者支援

の経験や理解のある弁護士を無料で紹介している。 

１５４．また、法テラスは、人種差別の犠牲者等が、加害者に対して損害賠償を求める場

合等において、資力が乏しいために弁護士に相談することや、民事訴訟を遂行することが

できない人種差別の犠牲者等に対し、無料法律相談の実施や弁護士費用の立替え等を行っ

ている。 

１５５．我が国の民事訴訟法には、訴訟の準備及び追行に必要な費用を支払う資力がない

者又はその支払により生活に著しい支障を生ずる者について、勝訴の見込みがないとはい

えない場合に裁判費用等の支払を猶予する訴訟救助の制度が設けられている（民事訴訟法

第８２条以下）。 

４．犯罪被害者支援 

１５６．警察は、被害の届出、被疑者の検挙、被害の回復・軽減、再発防止等を通じ犯罪

被害者と最も密接に関わり、犯罪被害者を保護する役割を担う機関であることから、犯罪

被害者の視点に立った各種施策の推進に努めている。 

１５７．警察による犯罪被害者支援の具体的施策としては、犯罪被害給付制度の運用、犯

罪被害者への情報提供、相談、カウンセリング体制の整備等がある。 

１５８．犯罪被害者への情報提供に関しては、刑事手続の概要や犯罪被害給付制度等の犯

罪被害者等が利用できる制度をわかりやすくまとめた「被害者の手引」を作成、交付し、

また、殺人、性犯罪等の身体犯及びひき逃げ事故、交通死亡事故の被害者や遺族に対し、

捜査状況等の適切な連絡を行うための「被害者連絡制度」を実施するなどしている。 

１５９．検察庁、刑事施設、少年院、少年鑑別所、地方更生保護委員会及び保護観察所は、

捜査・公判・裁判（審判）後の各段階において、犯罪被害者等からの申出に応じて、事件

の処分結果、公判期日、刑事裁判の結果、犯罪加害者の受刑中又は少年院在院中の処遇状



況、仮釈放及び少年院からの仮退院の審理に関する事項、保護観察中の処遇状況等を通知

している。また、公判段階においては、犯罪被害者に関する情報の保護、被害者参加制度、

損害賠償命令制度など、犯罪被害者の権利利益を保護する諸制度が設けられている。さら

に、更生保護における犯罪被害者支援制度として、仮釈放及び少年院からの仮退院の審理

において被害者等から仮釈放・仮退院に関する意見等を聴取する意見等聴取制度、被害者

等から被害に関する心情等を聴取し保護観察中の加害者に伝達する心情等伝達制度、被害

者等からの相談に応じたり関係機関等の紹介等を行う相談・支援制度が設けられている。

なお、これらの諸制度を分かりやすく解説したパンフレット「犯罪被害者の方々へ」（日本

語版及び英語版）、「更生保護における犯罪被害者等の方々のための制度」を作成し、配布

している。 

１６０．日本司法支援センター（法テラス）は、上記「３．司法アクセスの確保」に加え、

被害者参加制度により刑事裁判への参加を認められた犯罪被害者等が経済的に余裕がない

場合に、国がその費用を負担して弁護士による援助を受けられるようにするに際し、その

弁護士の候補を指名して裁判所に通知している。 

１６１．これらの施策は、犯罪被害者の人種、民族等の差別なく実施されている。 

５．民事訴訟における立証責任 

１６２．我が国の民事訴訟においては、原則として、権利の発生・変更・消滅を主張する

当事者は、それぞれの法律効果を基礎付ける要件事実について立証責任を負い、要証事実

について裁判所に確信を抱かせることができなければ、自らの主張する法律効果が認めら

れないこととなる。このことは、人種差別行為を受けたと主張する者が民事訴訟において

救済を求める場合であっても同様である。 

６．個人通報制度 

１６３．人種差別撤廃条約第１４条の定める個人通報制度については、条約の実施の効果

的な担保を図るとの趣旨から注目すべき制度と認識。 

１６４．同制度の受入に当たって、我が国の司法制度や立法政策との関連での問題の有無、

及び個人通報制度を受け入れる場合の実施体制等の検討課題につき、政府部内で検討を行

っている。２０１０年４月には、外務省内に人権条約履行室を立ち上げた。引き続き、各

方面から寄せられる意見も踏まえつつ、同制度の受入れの是非につき真剣に検討を進めて

いく。 

第７条 

１．教育及び教授 

（１）人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

１６５．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ７７から７９参照。 

（２）教育制度に関する一般的情報 

１６６．第１回・第２回政府報告パラグラフ１６９、１７０参照。 

１６７．更に、大学及び短期大学においては、その自主的な判断により、様々な人権に関

する講座・科目等が全国で設けられており、人権に関する学生の知識と理解が深められて

いる。 

（３）相互理解に向けた取組 

１６８．学校において児童生徒に基本的人権尊重の精神を正しく身につけさせるとともに、

異なる人種、民族について理解を深め人種・民族に対する差別や偏見をなくすことは重要

であるとの認識に立ち、学校の教育活動全体を通じた 32人権に配慮した教育を行うことを

一層推進することとしている。 

１６９．文部科学省においては、学校における人権教育の推進のため、学校・家庭・地域

社会が一体となった総合的な取組や学校における指導方法の改善充実について実践的な研

究を行う「人権教育研究推進事業」を実施しているところである。 

１７０．また、２００３年から「人権教育の指導方法等に関する調査研究会議」を開催し



ており、２００８年３月には「第三次とりまとめ」をとりまとめ、２００８年及び２００

９年においては、三次にわたる「とりまとめ」が教育委員会・学校の人権教育の充実に向

けた取組においてどのように活用されているかを検証することを目的とした調査を実施し、

その分析を行った。 

１７１．さらに、２０１０年からは都道府県教育委員会等における人権教育の担当者を集

めた「人権教育担当指導主事連絡協議会」を開催するとともに、人権教育の全国的な推進

を図るため、人権教育の実践事例を収集・公表する取組を行っている。 

（４）教科書に関する情報 

１７２．我が国の教科書については、教科書検定制度が採用されており、学習指導要領等

に基づき、民間が著作・編集した図書について、教科用図書検定調査審議会の学術的・専

門的な審議を経て公正・中立に行われ、合格したものの使用を認めている。 

１７３．なお、例えば中学校社会科の教科書においては、人間の尊重や基本的人権に関す

る記述や、アイヌ民族などに関する記述がなされている。 

（５）法執行当局職員に対する研修 

１７４．Ⅲ．第２条３．（１）から（６）及び（９）、（１０）参照。 

（６）法務省の人権擁護機関の啓発活動 

１７５．法務省の人権擁護機関では、「人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、広く

一般国民を対象に、人権尊重思想の普及高揚等のために、啓発冊子・パンフレット・ポス

ター等の作成・配布、講演会・座談会・討論会・シンポジウム等の開催、映画会・演劇会

等の開催、テレビ・ラジオ・有線放送等マスメディアやインターネットを活用した啓発活

動など様々な手法による啓発活動を実施している。 

１７６．法務省及び全国人権擁護委員連合会は、世界人権宣言が採択された翌年の昭和２

４年から毎年１２月１０日の人権デーを最終日とする１週間を「人権週間」と定め、人権

尊重思想の普及高揚のための啓発活動を全国的に展開してきている。人権週間においては、

法務省の人権擁護機関は「アイヌの人々に対する理解を深めよう」、「外国人の人権を尊

重しよう」等を強調事項として掲げ、全国を通じて、様々な啓発活動を強化している。 

１７７．また、全国人権擁護委員連合会では、人権擁護委員法が施行された日（１９４９

年６月１日）を記念して、毎年６月１日を人権擁護委員の日と定め、人権擁護委員制度の

周知と人権尊重思想の普及・高揚のため、全国的な啓発活動を行っている。 

１７８．法務省の人権擁護機関では、人権尊重思想の普及高揚を図るための啓発活動の一

環として、学校における啓発活動も行っている。例えば、１９８２年度から主に小学生に

対して、花を育てることを通じて生命の尊さや思いやりを育てる「人権の花運動」を行っ

ている。中学生に対しては、人権を題材にした作文コンテストが行われており、２０１１

年度は約８９万編の応募があった。 

また、人権擁護委員が中心となって学校等を訪問して、子どもたちがいじめ等について考

える機会をつくる「人権教室」も行っている。これらは、小・中学生等に人権尊重の重要

性、必要性について理解を深める良い機会となっている。 

２．文化 

（１）アイヌ文化 

１７９．アイヌの人々の民族としての誇りが尊重される社会の実現等を目的とした「アイ

ヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法律」が１９９

７年５月に制定され、同年７月に施行された。国、地方公共団体及び同法の指定法人は、

同法に基づき、アイヌに関する総合的かつ実践的な研究の推進、アイヌ語を含むアイヌ文

化の振興及びアイヌの伝統等に関する普及啓発、アイヌの伝統的生活空間（イオル）の再

生を図るための施策を実施している。 

１８０．国及び北海道は、同法の指定法人であるアイヌ文化振興・研究推進機構（FRPAC）

の事業に要する経費のほぼ全額に対し、補助金を交付している。 



１８１．１９９７年以降１５年間にわたるアイヌ文化振興等の取組に対するアイヌの人々

及び関係団体の評価は高く、FRPAC のアンケート調査では、２／３の回答者が、アイヌ文

化の普及が大きく進展したと回答している。 

（２）国際文化交流 

１８２．第１回・第２回政府報告パラグラフ１７８、１７９参照。 

（３）芸術的分野 

１８３．我が国の文化人・芸術家等を諸外国に派遣し、日本文化の理解の深化を図る一方、

外国人芸術家等が我が国に滞在し、創作活動を行う事業への支援を通じて、国内外の文化

人・芸術家の交流を促進し、各国の文化芸術に対する相互理解の増進を図っている。 

１８４．また、国内外の著名な文化人・芸術家等を招へいし、「文化の多様性」をテーマ

に、文化に関する様々な分野における最新の状況や課題などについて議論を行う国際会議

を開催するなど、文化的多様性の保護・促進を図っている。 

（４）言語政策 

（ａ）外国人への日本語教育 

１８５．日本に住んでいるマイノリティーである外国人に対する日本語教育についてコミ

ュニケーションの手段、文化発信の基盤としての日本語教育の推進を図るため様々な取組

を行っている。 

１８６．主な取組としては、文化審議会国語分科会において、外国人に対する日本語教育

の標準的なカリキュラム案や教材例集を作成するとともに、外国人が日本社会の一員とし

て円滑に生活を送れるように、日本語教室の設置運営、日本語教育を行う人材の養成や研

修等の各種事業を実施している。 

（ｂ）アイヌ語 

１８７．アイヌ語をアイヌ民族以外に広めるために行っていることとして、２００９年２

月にユネスコが、アイヌ語、八丈語（八丈方言）、奄美語（奄美方言）等を含む国内の八

つの言語･方言が消滅の危機にあると発表したことを受けて実態調査を含む調査研究を行

った。この調査研究において、アイヌ語については、アイヌ語の特徴、危機の程度、アイ

ヌ語に関する資料、アイヌ語教育の状況についてまとめており、文化庁ホームページで、

その調査結果を公開している。 

１８８．また、国は、法律に基づき、アイヌ文化の振興等を目的とする財団法人アイヌ文

化振興・研究推進機構を指定法人に指定するとともに、当該法人が行う「アイヌ語ラジオ

講座」、「アイヌ語上級講座」、「アイヌ語弁論大会」等の事業に対する補助を実施して

いる。 

３．情報 

（１）条約の目的及び原則の普及 

１８９．人種差別撤廃条約の主な内容については、インターネットを通じた情報提供を行

い、この条約の意義、内容等の普及に努めている。また、政府報告に対する委員会の最終

見解等これまでの政府報告に関連する情報については、外務省のホームページに掲載する

ことで広く一般に公開している。また、今次政府報告等についても同様に対応する予定で

ある。 

（２）放送事業者の取組の促進 

１９０．放送については、放送法の規定により、放送事業者は、放送番組の適正を図るた

めに放送番組審議機関を設置することとされている。この放送番組審議機関の答申・意見

を尊重することにより、各放送事業者は、放送番組が、人種差別の流布、扇動及び暴力を

正当化し、もしくは助長することによって、公安及び善良な風俗を害すること等のないよ

う適切に放送を行うこととなる。 

１９１．学識経験者やジャーナリスト、メディア関係者などからなる「今後のＩＣＴ分野

における国民の権利保障等の在り方を考えるフォーラム」を２００９年１２月から約１年



間開催し、放送事業者や彼らが自主的に設立した「放送倫理・番組向上機構（ＢＰＯ）」

等による自律的な取組みを促す報告書をまとめている。 

__ 


